
１ 

都市局千葉市決裁規程共通専決事項の取扱いに関する事務処理要領 

 

１ 千葉市決裁規程（平成４年千葉市訓令（甲）第１号。以下、決裁規程という。）別表第１共通

専決事項第１項一般的事項の表中（５）、（６）、（７）に規定する専決事項について都市局所管

事項の取扱いを別表１のとおり定める。 

２ 別表第１中共通専決事項１に定める専決事項（５）に該当する事項として定める処分につい

て、当該処分を拒否する処分を行う場合には、決裁規程における（５）、（６）の規定の趣旨を

踏まえ、当該処分の専決者となっている者と同等以上の決裁を受けるものとする。 

３ 決裁規程別表第１共通専決事項３財務に関する事項（１）、（２）に規定する専決事項につい

ては、別表２に掲げる専決すべき事項を除き課長への回議を要するものとする。 

４ 別表２に掲げる専決すべき事項の課内回議の順序は、同表の課内回議の欄に掲げるとおりと

する。 

５ この要領における用語の意義は、決裁規程の例によるものとする。 

６ この要領の規定は、決裁規程第９条第２項の規定により、専決権者が重要又は異例と認めた

ものについて、その上位者に決裁を受けることを妨げない。 

 

附 則 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２５年６月１日から施行する。 

 この要領は、平成２５年７月１日から施行する。 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２７年７月１日から施行する。 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２９年１０月２５日から施行する。 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成３１年３月２９日から施行する。 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和２年１０月１日から施行する。 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

  



２ 

別表 １ 

部 課 班 専決すべき事項 

専決者 共 

通 

専 

決 

事 

項 

１ 

に 

定 

め 

る 

専 

決 

事 

項 

備考 

局

長 
部長 

第一

類 

事業

所長 

課

長 

・ 

第

二

類 

事

業

所

長 

・ 

副

園

長 

課内 

室長 

・ 

担当

課長 

主査 

 
都市政

策課 
企画班 

(1) 都市再生特別措置法第 88条第 1

項の規定による届出の受理 
   ○   (7)  

 
都市政

策課 
企画班 

(2) 都市再生特別措置法第 88条第 2

項の規定による届出事項の変更の届

出の受理 

   ○   (7)  

 
都市政

策課 
企画班 

(3) 都市再生特別措置法第 108 条第

1項の規定による届出の受理 
   ○   (7)  

 
都市政

策課 
企画班 

(4) 都市再生特別措置法第 108 条第

2 項の規定による届出事項の変更の

届出の受理 

   ○   (7)  



３ 

 
都市政

策課 
企画班 

(5) 都市再生特別措置法第 108 条の

2第 1項の規定による届出の受理 
   ○   (7)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(6) 景観条例第 20 条第 1 項の規定

による認定 
 ○     (5)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(7) 景観条例第 21 条第 1 項の規定

による認定の取消し 
 ○     (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(8) 景観条例第 22 条第 1 項の規定

による提案の受理 
○      (7)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(9) 屋外広告物法(昭和 24 年法律第

189 号)第 7 条第 3 項及び第 4 項の規

定による広告物の除却 

    ○  (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(10) 千葉市屋外広告物条例(平成 3

年千葉市条例第 63 号。以下「屋広物

条例」という。)第 6 条第 1 項の規定

による許可及び同条第 2 項の規定に

よる条件の付加 

    ○  (5)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(11) 屋広物条例第 11 条の規定によ

る許可の取消 
    ○  (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(12) 屋広物条例第 14 条の規定によ

る措置命令 
 ○     (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(13) 屋広物条例第 22 条の規定によ

る屋外広告業の登録申請の受理 
    ○  (7)  



４ 

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(14) 屋広物条例第 24 条の規定によ

る登録の拒否 
    ○  (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(15) 屋広物条例第 28 条の規定によ

る抹消 
 ○     (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(16) 屋広物条例第 29 条第 1 項第 5

号の規定による認定 
    ○  (5)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(17) 屋広物条例第 32 条の規定によ

る取消し等の命令 
 ○     (6)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(18) 屋広物条例第 33 条の規定によ

る報告若しくは資料の提出又は立入

検査 

    ○  (5)  

 
都市政

策課 

都市景

観デザ

イン室 

(19) 屋広物条例第 36 条の規定によ

る届出の受理 
    ○  (7)  

都

市

部 

都市計

画課 
計画班 

(1) 都計法第 53 条第 1 項に規定す

る建築の許可 
   ○   (5)  

都

市

部 

都市計

画課 
計画班 

(2) 都計法第 81 条の規定による監

督処分 

 ○     (5)  

都

市

部 

都市計

画課 

土地利

用班 

(3) 都計法第 58 条の 2 第 1 項及び

第 2 項並びに第 58 条の 3 の規定によ

る地区計画等の区域内における行為

の届出の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(1) 千葉県港湾管理条例第 4 条の規

定による港湾施設の使用許可 
    ○  (5)  



５ 

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(2) 千葉県港湾管理条例 5 条の規定

による目的外使用許可 
    ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(3) 千葉県港湾管理条例第 6 条の規

定による許可事項の変更許可 
    ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(4) 千葉県港湾管理条例第 11条の 3

に規定する港湾施設内での物品販売，

集会及び映画撮影等の行為の許可 

    ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(5) 千葉県港湾管理条例第 12 条の

規定による植物防疫法の規定に基づ

くくん蒸作業実施の届出の受理 

    ○  (7)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(6) 千葉県港湾管理条例第 13 条の

規定による港湾施設使用許可に伴う

取消し等の監督処分 

    ○  (6)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(7) 千葉県港湾管理条例第 15 条の

規定による(許可を受けた者の)地位

承継届の受理 

    ○  (7)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(8) 千葉県港湾管理条例第 16 条の

規定による係留船舶への移動命令 
    ○  (6)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(9) 千葉県港湾管理条例第 17 条の

規定による補修命令 
    ○  (6)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(10) 都市公園法第 5 条第 2 項の規

定に基づく公園施設の設置又は管理

の許可(公園管理課及び公園緑地事務

所が所管するものを除く。) 

 

○ 

重要

なも

の 

  ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(11) 都市公園法第 6 条第 1 項の規

定に基づく公園の占用の許可(都心整

備課及び公園緑地事務所が所管する

ものを除く。) 

    ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(12) 都市公園法第 27 条の規定に基

づく公園の占用者又は使用者に対す

る監督処分(都心整備課及び公園緑地

事務所が所管するものを除く。) 

    ○  (6)  



６ 

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(13) 都市公園条例第 2 条第１項の

規定に基づく公園内の行為の許可(都

心整備課及び公園緑地事務所が所管

するものを除く。) 

    ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(14) 駐車場法第 12 条から第 14 条

までの規定による届出の処理 
    ○  (7)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(15) 駐車場法第 18 条及び第 19 条

の規定による立ち入り検査等、是正命

令 

    ○  (6)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(16) 建築物における駐車施設の附

置等に関する条例施行規則第 2条第 2

項の規定による通知 

    ○  (7)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(17) 建築物における駐車施設の附

置等に関する条例施行規則第 5条第 3

項の規定による承認の通知 

    ○  (5)  

都

市

部 

交通政

策課 
調整班 

(18) 建築物における駐車施設の附

置等に関する条例施行規則第 5条第 3

項の規定による不承認の通知 

    ○  (6)  

都

市

部 

都心整

備課 
企画班 

(1) 都市計画法第 26 条第 1 項の規

定による試掘等の許可(千葉都心のま

ちづくりに関するもの。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
企画班 

(2) 都市再開発法(昭和 44 年法律第

38号。以下「再開発法」という。)第

7条の 4第 1項の規定による建築の許

可 

   ○   (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
企画班 

(3) 再開発法第 60 条第 1 項の規定

による立ち入りの許可 
   ○   (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
企画班 

(4) 再開発法第 61 条第 1 項の規定

による試掘等の許可 
   ○   (5)  



７ 

都

市

部 

都心整

備課 
企画班 

(5) 現下の厳しい経済状況及び雇用

情勢に対応して税制の整備を図るた

めの所得税法等の一部を改正する法

律(平成 23 年法律第 82 号)附則第 35

条第 6項、第 56条第 4項又は第 72条

第 4 項の規定によりなお従前の例に

よることとされる租税特別措置法施

行令等の一部を改正する政令(平成

23年政令第 199号)第 1条の規定によ

る改正前の租税特別措置法施行令(以

下「政令」という。)第 25条の 4第 2

項、第 39条の 7第 9項又は第 39条の

106第 2項の規定に基づく要件に該当

する特定民間再開発事業であること

についての認定 

 ○     (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
企画班 

(6) 現下の厳しい経済状況及び雇用

情勢に対応して税制の整備を図るた

めの所得税法等の一部を改正する法

律附則第 35条第 6項、第 56条第 4項

又は第 72 条第 4 項の規定によりなお

従前の例によることとされる政令第

25 条の 4 第 16 項、第 39 条の 7 第 11

項又は第 39 条の 106 第 4 項の規定に

基づく地区外転出事情があることに

ついての認定 

   ○   (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
管理班 

(7) 都市公園法第 5 条第 2 項の規定

に基づく公園施設の設置又は管理の

許可(交通政策課、公園管理課及び公

園緑地事務所が所管するものを除

く。) 

 

○ 

重要

なも

の 

 ○   (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
管理班 

(8) 都市公園法第 6 条第 1 項の規定

に基づく公園の占用の許可(交通政策

課及び公園緑地事務所が所管するも

のを除く。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

都心整

備課 
管理班 

(9) 都市公園法第 27 条の規定に基

づく公園の占用者又は使用者に対す

る監督処分(交通政策課及び公園緑地

事務所が所管するものを除く。) 

   ○   (6)  



８ 

都

市

部 

都心整

備課 
管理班 

(10) 都市公園条例第 2 条第１項の

規定に基づく公園内の行為の許可(交

通政策課及び公園緑地事務所が所管

するものを除く。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(1) 土地区画整理法(昭和 29 年法律

第 119 号。以下「区画法」という。)

第 4条第 1項に規定する施行の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(2) 区画法第 10 条第 1 項に規定す

る規準又は規約及び事業計画の変更

の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(3) 区画法第 11 条第 4 項に規定す

る規約の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(4) 区画法第 13 条第 1 項に規定す

る事業の廃止又は終了の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(5) 区画法第 20 条第 1 項に規定す

る事業計画の縦覧並びに同条第 3 項

の規定による事業計画の修正の命令

及び意見の不採択の通知 

○      (6)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(6) 区画法第 49 条に規定する決算

報告の承認 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(7) 区画法第 50条第 3項及び第 4項

に規定する合併の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(8) 区画法第 51 条の 8 第 1 項に規

定する規準及び事業計画の縦覧並び

に同条第 3 項の規定による規準及び

事業計画の修正の命令及び意見の不

採択の通知 

○      (6)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(9) 区画法第 51 条の 10 第 1 項に規

定する規準又は事業計画の変更 

 ○     (5)  



９ 

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(10) 区画法第 51 条の 11 第 1 項に

規定する合併若しくは分割又は事業

の全部若しくは一部の譲渡及び譲受

けの認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(11) 区画法第 72 条第 1 項に規定す

る土地の立入り 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(12) 区画法第 76 条第 1 項に規定す

る建築行為等の許可 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(13) 区画法第 76 条第 4 項の規定に

よる原状回復等の命令 
○      (6)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(14) 区画法第 77 条第 1 項の規定に

よる建築物等の移転及び除却 
○      (6)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(15) 区画法第 85 条第 1 項の規定に

よる権利の申告及び同条第 3 項の規

定による届出の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(16) 区画法第 98 条第 1 項の規定に

よる仮換地の指定 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(17) 区画法第 103 条第 1 項の規定

による換地処分の通知 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(18) 千葉市土地区画整理事業の保

留地処分に関する規則(昭和 46 年千

葉市規則第 42 号。以下「処分規則」

という。)第 10条第 2項(第 28条及び

第 31 条において準用する場合を含

む。)の規定による保留地買受申請書

の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(19) 処分規則第 17 条第 2 項の規定

による保留地入札指定書の交付 

   ○   (5)  



１０ 

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(20) 処分規則第 32 条の規定による

保留地売払決定の通知 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(21) 処分規則第 37 条の規定による

保留地売買代金分割納付の許可 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(22) 処分規則第 39 条ただし書の規

定による保留地の使用の承認 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(23) 処分規則第 8 条の規定による

承認及び届出の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(24) 保留地処分審査委員会の議事

結果の報告 

 ○     (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 (25) 地区内の土地の使用許可    ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 (26) 使用土地の原状回復の指示  ○     (6)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(27) 都市計画法第 26 条第 1 項の規

定による試掘等の許可(市街地再開発

事業に関するもので、都心整備課が所

管するものを除く。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(28) 区画法第 19条第 3項及び第 51

条の 7 第 2 項の規定による借地権の

申告の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(29) 区画法第 28 条第 8 項の規定に

よる事業報告書、収支決算書及び財産

目録の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(30) 区画法第 29 条第 1 項の規定に

よる理事の氏名等の届出の受理 

   ○   (7)  



１１ 

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(31) 大都市地域における住宅及び

住宅地の供給の促進に関する特別措

置法(昭和 50 年法律第 67 号)第 7 条

第 1項に規定する建築行為等の許可 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(32) 再開発法第 7 条の 4 第 1 項の

規定による建築の許可(都心整備課が

所管するものを除く。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(33) 再開発法第 7 条の 9 第 1 項の

規定による施行の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(34) 再開発法第 7 条の 16 第 1 項の

規定による規準若しくは規約又は事

業計画の変更の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(35) 再開発法第 7 条の 17 第 4 項の

規定による施行者に変更を生じた場

合の規約の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(36) 再開発法第 7 条の 20 第 1 項の

規定による第一種市街地再開発事業

の終了の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(37) 再開発法第 28 条第 1 項の規定

による理事長の氏名等の届出の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(38) 再開発法第 38 条第 1 項の規定

による定款又は事業計画若しくは事

業基本方針の変更の認可 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(39) 再開発法第 49 条の規定による

決算報告の承認 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(40) 再開発法第 60 条第 1 項の規定

による立ち入りの許可 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(41) 再開発法第 61 条第 1 項の規定

による試掘等の許可(都心整備課が所

管するものを除く。) 

   ○   (5)  



１２ 

都

市

部 

市街地

整備課 

事業推

進班 

(42) 再開発法第 66 条第 1 項の規定

による建築等の許可 

   ○   (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(43) 再開発法第 72 条第 1 項の規定

による権利変換計画の認可(個人施行

者及び組合の施行に係るものに限

る。) 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(44) 再開発法第 72 条第 4 項の規定

による権利変換計画の変更の認可(個

人施行者及び組合の施行に係るもの

に限る。) 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(45) 現下の厳しい経済状況及び雇

用情勢に対応して税制の整備を図る

ための所得税法等の一部を改正する

法律(平成 23 年法律第 82 号)附則第

35条第 6項、第 56条第 4項又は第 72

条第 4 項の規定によりなお従前の例

によることとされる政令第 25 条の 4

第 2項、第 39条の 7第 9項又は第 39

条の 106 第 2 項の規定に基づく要件

に該当する特定民間再開発事業であ

ることについての認定(都心整備課が

所管するものを除く。) 

 ○     (5)  

都

市

部 

市街地

整備課 
計画班 

(46) 現下の厳しい経済状況及び雇

用情勢に対応して税制の整備を図る

ための所得税法等の一部を改正する

法律附則第 35条第 6項、第 56条第 4

項又は第 72 条第 4 項の規定によりな

お従前の例によることとされる政令

第 25 条の 4 第 16 項、第 39 条の 7 第

11項又は第 39条の 106第 4項の規定

に基づく地区外転出事情があること

についての認定(都心整備課が所管す

るものを除く。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(1) 区画法第 72 条第 1 項の規定に

よる土地の立入り 

   ○   (5)  



１３ 

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(2) 区画法第 76 条第 1 項に規定す

る建築行為等の許可 

   ○   (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(3) 区画法第 76 条第 4 項の規定に

よる原状回復等の命令 
○      (6)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(4) 区画法第 85 条第 1 項の規定に

よる権利の申告及び同条第 3 項の規

定による届出の受理 

   ○   (7)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(5) 区画法第 98 条第 1 項の規定に

よる仮換地の指定 

 ○     (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(6) 区画法第 103 条第 1 項の規定に

よる換地処分の通知 

 ○     (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(7) 処分規則第 10条第 2項(第 28条

及び第 31 条において準用する場合を

含む。)の規定による保留地買受申請

書の受理(検見川稲毛土地区画整理事

務所に限る。) 

   ○   (7)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(8)  処分規則第 17 条第 2 項の規定

による保留地入札指定書の交付(検見

川稲毛土地区画整理事務所に限る。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(9) 処分規則第 32 条の規定による

保留地売払決定の通知(検見川稲毛土

地区画整理事務所に限る。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(10) 処分規則第 37 条の規定による

保留地売買代金分割納付の許可(検見

川稲毛土地区画整理事務所に限る。) 

   ○   (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(11) 処分規則第 39 条ただし書の規

定による保留地の使用の承認(検見川

稲毛土地区画整理事務所に限る。) 

   ○   (5)  



１４ 

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(12) 処分規則第 8 章の規定による

承認及び届出の受理(検見川稲毛土地

区画整理事務所に限る。) 

   ○   (7)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検 

(13) 保留地処分審査委員会の議事

結果の報告(検見川稲毛土地区画整理

事務所に限る。) 

 ○     (7)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

換地工

務 班

(東) 

(14) 区画法第 77 条第 1 項の規定に

よる建築物等の移転及び除却 
○      (6)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

補償班

(東) 

(15) 地区内の土地の使用許可    ○   (5)  

都

市

部 

土地区

画整理

事務所 

検・寒・

補償班

(東) 

(16) 使用土地の原状回復の指示  ○     (6)  

都

市

部 

都市安

全課 
家屋班 

(1) 千葉市空家等及び空地の対策の

推進に関する条例(平成 29 年千葉市

条例第 31 号)第 7 条第 9 項の規定に

よる命令代行措置 

○      
都市

部 
 

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(1) マンションの建替え等の円滑化

に関する法律(平成14年法律第 78号。

以下「建替円滑化法」という。)第 9条

第 1項の規定による組合設立の認可 

○      (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(2) 建替円滑化法第 11 条第 1 項の

規定による事業計画の縦覧 
○      (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(3) 建替円滑化法第 11 条第 3 項の

規定による事業計画の修正命令又は

意見書の不採択通知 

○      (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(4) 建替円滑化法第 14 条第 3 項の

規定による同条第 1項の図書の縦覧 
○      (5)  



１５ 

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(5) 建替円滑化法第 34 条第 1 項の

規定による定款又は事業計画の変更

の認可 

○      (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(6) 建替円滑化法第 38 条第 4 項の

規定による組合解散の認可 
○      (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(7) 建替円滑化法第 65 条の規定に

よる権利変換計画の認可 
○      (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(8) 建替円滑化法第 94 条第 1 項の

規定による管理規約の認可 
○      (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(9) 建替円滑化法第 97 条第 2 項の

規定による措置命令 
 ○     (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第一

班 

(10) 建替円滑化法第 98 条第 4 項の

規定による認可の取消し 
○      (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(11) 高齢者の居住の安定確保に関

する法律(平成 13 年法律第 26 号。以

下「安定確保法」という。)第 7 条第

1 項の規定によるサービス付き高齢

者向け住宅事業の登録及び同条第 3

項の規定による通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(12) 安定確保法第 7 条第 4 項の規

定による通知 
   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(13) 安定確保法第 8 条第 1 項の規

定によるサービス付き高齢者向け住

宅事業の登録の拒否及び同条第 2 項

の規定による通知 

 ○     (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(14) 安定確保法第 9 条第 3 項の規

定によるサービス付き高齢者向け住

宅事業の登録事項等の変更 

   ○   (5)  



１６ 

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(15) 安定確保法第 10 条の規定によ

る登録簿の閲覧 
   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(16) 安定確保法第 11 条の規定によ

るサービス付き高齢者向け住宅事業

の地位の承継の届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(17) 安定確保法第 13 条第 1 項の規

定によるサービス付き高齢者向け住

宅事業の登録の抹消及び千葉市にお

けるサービス付き高齢者向け住宅の

登録に係る高齢者の居住の安定確保

に関する法律実施要綱第 14 条の 2 の

規定による通知 

 ○     (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(18) 安定確保法第 24 条の規定によ

るサービス付き高齢者向け住宅事業

の登録事業者等に対する業務に関す

る報告の徴収及び検査等の実施 

   ○   (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(19) 安定確保法第 25 条の規定によ

るサービス付き高齢者向け住宅事業

の登録事業者に対する指示 

   ○   (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(20) 安定確保法第 26 条の規定によ

るサービス付き高齢者向け住宅事業

の登録の取消し及び同条第 3 項の規

定による通知 

○      (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(21) 安定確保法第 54 条の規定によ

る終身賃貸事業の認可及び第 55 条第

3項の規定による通知 

 ○     (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(22) 安定確保法第 56 条の規定によ

る終身賃貸事業の変更認可 

 ○     (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(23) 安定確保法第 58 条の規定によ

る終身賃貸の解約申入の承認 

 ○     (5)  



１７ 

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(24) 安定確保法第 66 条の規定によ

る認可事業者に対する認可住宅の管

理の状況についての報告の徴収 

 ○     (7)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(25) 安定確保法第 67 条第 2 項の規

定による終身賃貸事業の一般承継人

の地位承継届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(26) 安定確保法第 67 条第 3 項の規

定による終身賃貸事業の権原取得者

の地位承継の承認 

   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(27) 安定確保法第 68 条の規定によ

る認可事業者に対する改善命令 
○      (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(28) 安定確保法第 69 条の規定によ

る認可事業者に対する事業認可の取

消し 

○      (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(29) 安定確保法第 70 条の規定によ

る認可事業者の廃止の届出の受理 

 ○     (7)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(30) 住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する法律(平

成 19 年法律第 112 号。以下「住宅セ

ーフティネット法」という。)第 10条

第 1 項の規定による住宅確保要配慮

者円滑入居賃貸住宅の登録及び同条

第 3項の規定による通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(31) 住宅セーフティネット法第 10

条第 4項の規定による通知 
   ○   (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(32) 住宅セーフティネット法第 11

条第 1 項の規定による登録の拒否及

び同条第 2項の規定による通知 

   ○   (6)  



１８ 

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(33) 住宅セーフティネット法第 12

条第 3 項の規定による登録事項等の

変更 

   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(34) 住宅セーフティネット法第 13

条の規定による登録簿の閲覧 
   ○   (5)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(35) 住宅セーフティネット法第 15

条の規定による登録の抹消 
 ○     (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(36) 住宅セーフティネット法第 22

条の規定による報告の徴収 
   ○   (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(37) 住宅セーフティネット法第 23

条の規定による指示 
   ○   (6)  

建

築

部 

住宅政

策課 

住宅企

画第二

班 

(38) 住宅セーフティネット法第 24

条第 1 項及び第 2 項の規定による登

録の取消し並びに同条第 3 項の規定

による通知 

○      (6)  

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(1) 市営住宅条例第 5 条の規定によ

る公営住宅の入居の決定 

    ○  (5)  

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(2) 市営住宅条例第 12 条に規定す

る同居の承認 

    ○  (5)  

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(3) 市営住宅条例第 13 条第 1 項に

規定する承継の承認 

    ○  (5)  

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(4) 市営住宅条例第 29 条に規定す

る住宅以外の用途の併用の承認 

    ○  (5)  

http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j4_k1
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j4_k1
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j11_k4
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j11_k4
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j12
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j12
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j14_k1
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j14_k1


１９ 

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(5) 市営住宅条例第 30 条第 1 項に

規定する公営住宅の模様替等の承認 

    ○  (5)  

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(6) 市営住宅条例第 36 条の規定に

よる住宅のあっせん 

    ○  (5)  

建

築

部 

住宅整

備課 
管理班 

(7) 市営住宅条例第 43 条第 1 項の

規定による届出の受理 

    ○  (7)  

建

築

部 

宅地課 
企画調

査班 

(1) 国土利用計画法(昭和 49 年法律

第 92号。以下「国土法」という。)第

23条第 1項、第 27条の 4第 1項及び

第 27 条の 7 第 1 項の規定による届出

の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 
企画調

査班 

(2) 公有地の拡大の推進に関する法

律(昭和 47 年法律第 66 号。以下「公

拡法」という。)第 4 条第 1 項及び第

5条第 1項の規定による届出及び申出

の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(3) 都計法第 29 条第 1 項の規定に

よる開発行為の許可 

 

0.3h

a以

上 

 

0.3

ha

未

満 

  (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(4) 都計法第 34 条第 13 号の規定に

よる既存の権利者の届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(5) 都計法第 35 条の 2 第 1 項の規

定による開発行為の変更の許可 

 

0.3h

a以

上 

 

0.3

ha

未

満 

  (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(6) 都計法第 35 条の 2 第 3 項の規

定による開発行為の軽微な変更届出

の受理 

   ○   (7)  

http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j29
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j29
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j30_k1
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j30_k1
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j38_k1
http://www.city.chiba.jp/soumu/reiki_int/reiki_honbun/g0020621001.html#j38_k1


２０ 

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(7) 都計法第 36 条第 1 項の規定に

よる工事完了届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(8) 都計法第 37 条第 1 号の規定に

よる建築の承認 

   ○   (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(9) 都計法第 38 条の規定による工

事廃止届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(10) 都計法第 41 条第 2 項の規定に

よる建築の許可 

   ○   (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(11) 都計法第 42 条第 1 項の規定に

よる建築等の許可 

   ○   (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(12) 都計法第 43 条第 1 項の規定に

よる建築等の許可 

   ○   (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(13) 都計法第 44 条の規定による許

可の承継届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(14) 都計法第 45 条の規定による地

位の承継承認 

   ○   (5)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(15) 宅地造成等規制法(昭和 36 年

法律第 191号。以下「宅造法」という。)

第 8 条第 1 項及び第 12 条第 1 項の規

定による許可 

 

0.3h

a以

上 

 

0.3

ha

未

満 

  (5)  



２１ 

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(16) 宅造法第 14 条第 2 項及び第 3

項に規定する監督処分 

 ○     (6)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(17) 宅造法第 15 条第 2 項及び第 3

項の規定による工事等の届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(18) 宅造法第 17 条第 1 項及び第 2

項に規定する改善命令 

 ○     (6)  

建

築

部 

宅地課 

審査第

一班 

審査第

二班 

(19) 千葉市宅地造成等規制法施行

細則(平成 4 年千葉市規則第 23 号)第

5条第 1項、第 8条及び第 9条第 1項

の規定による届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(1)  建築基準法(昭和 25 年法律第

201号。以下「建基法」という。)第 44

条第 1 項第 2 号及び第 4 号の規定に

よる道路内建築の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(2) 建基法第 46 条第 1 項に規定す

る壁面線の指定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(3) 建基法第 47 条の規定による壁

面線を越える建築の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(4) 建基法第 48 条第 1 項から第 13

項までの規定による用途地域規制外

建築の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(5) 建基法第 51 条の規定による特

殊建築物等の位置の許可 
○      (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(6) 建基法第 52 条第 1 項の規定に

よる容積率に関する区域の指定 
○      (5)  



２２ 

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(7) 建基法第 52条第 10項及び第 11

項の規定による建築物の許可並びに

同条第 14 項の規定による建物の容積

率の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(8) 建基法第 53条第 4項及び第 5項

の規定による建ぺい率の許可及び同

条第 6 項第 3 号の規定による建築物

の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(9) 建基法第 53条の 2第 1項第 3号

及び第 4 号の規定による敷地面積の

最低限度の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(10) 建基法第 55 条第 3 項の規定に

よる建築物の高さの許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(11) 建基法第 56 条の 2 第 1 項の規

定による中高層建築物の日影の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(12) 建基法第 59 条第 1 項第 3 号の

規定による建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(13) 建基法第 59 条第 4 項の規定に

よる建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(14) 建基法第 59 条の 2 第 1 項の規

定による建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(15) 建基法第 60 条の 2 第 1 項第 3

号の規定による建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(16) 建基法第 68 条の 3 第 4 項の規

定による建築物の高さの許可 

 ○     (5)  



２３ 

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(17) 建基法第 68 条の 5 の 3 第 2 項

の規定による建築物の高さの許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(18) 建基法第 68 条の 7 第 5 項の規

定による建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(19) 建築法第 71条、第 72条、第 73

条、第 74 条、第 74 条の 2、第 76 条

及び第 76 条の 3 の規定による建築協

定の認可及び廃止等 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(20) 建基法第 85 条第 1 項及び第 3

項の規定による非常災害区域の指定

及び仮設建築物の許可 

○      (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(21)  建基法第 85条第 4項、第 5項

及び第 6 項に規定する仮設建築物の

許可 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(22) 建基法第 86 条第 3 項及び第 4

項の規定による建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(23) 建基法第 86 条の 2 第 2 項及び

第 3項の規定による建築物の許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(24) 建基法第 86 条の 5 第 3 項の規

定による許可の取消し 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(25) 建基法第 87 条の 3 第 4 項、第

5項及び第 6項に規定する仮設建築物

の許可 

   〇   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(26) 千葉市新港経済振興地区建築

条例(平成 13 年千葉市条例第 42 号)

第 4条第 1項の規定による許可 

 ○     (5)  



２４ 

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(27) 地区計画等の区域内における

建築物の制限に関する条例の規定に

基づく許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(28) 千葉市幕張新都心文教地区建

築条例(平成２３年千葉市条例第 25

号)第 4条第 1項の規定による許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(29) 千葉市千葉駅東口周辺にぎわ

い商業業務地区建築条例(令和 4 年千

葉市条例第 13 号)第 4 条第 3 項の規

定による許可 

 〇     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

(30) マンションの建替え等の円滑

化に関する法律(平成 14 年法律第 78

号)第 105条第 1項の規定による許可 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(31) 建基法第 9 条第 1 項に規定す

る違反建築物に対する措置 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(32) 建基法第 10 条第 1 項に規定す

る保安上危険であり又は衛生上有害

である建築物に対する措置 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(33) 建基法第 12 条の規定による特

定行政庁、建築監視員への報告の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(34) 建基法第 90 条の 2 に規定する

工事中の特殊建築物等に対する措置

命令 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(35) 都計法第 81 条第 1 項に規定す

る監督処分 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(36) 建設リサイクル法第 10 条第 3

項の規定による命令 
 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(37) 建設リサイクル法第 15 条の規

定による命令 
 ○     (6)  



２５ 

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(38) 建設リサイクル法第 42 条第 1

項の規定による報告の徴収 
   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
指導班 

(39) 建設リサイクル法第 43 条第 1

項の規定による立入検査 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(40) 建基法第 3 条第 1 項第 3 号の

規定による保存建築物の指定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(41) 建基法第 3 条第 1 項第 4 号の

規定による国宝等の原形の再現の認

定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(42) 建基法第 42 条第 1 項の規定に

よる区域の指定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(43) 建基法第 42 条第 1 項第 4 号の

規定による道路の指定及び同項第 5

号に規定する道の位置の指定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(44) 建基法第 42 条第 2 項及び第 3

項の規定による水平距離の指定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(45) 建基法第 42 条第 2 項の規定に

よる水平距離の緩和認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(46) 建基法第 44 条第 1 項第 3 号の

規定による認定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(47) 建基法第 45 条第 1 項に規定す

る私道の変更又は廃止の制限 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(48) 建基法第 55 条第 2 項の規定に

よる建築物の高さの認定 

   ○   (5)  



２６ 

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(49) 建基法第 57 条第 1 項の規定に

よる高架の工作物内に設ける建築物

等の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(50) 建基法第 68 条の 3 第 1 項の規

定による建築物の容積率、同条第 2項

の規定による建築物の建ぺい率及び

同条第 3 項の規定による建築物の高

さの認定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(51) 建基法第 68 条の 4 の規定によ

る建築物の容積率の認定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(52) 建基法第 68 条の 5 の 5 第 1 項

の規定による建築物の容積率の認定

及び同条第 2 項の規定による建築物

の高さの認定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(53) 建基法第 68 条の 5 の 6 の規定

による建築面積の算入に関する認定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(54) 建基法第 68 条の 7 第 1 項に規

定する予定道路の指定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(55) 建基法第 84 条の規定による被

災市街地における建築制限区域の指

定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(56) 建基法第 86 条第 1 項及び第 2

項の規定による建築物の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(57) 建基法第 86 条の 2 第 1 項の規

定による建築物の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(58) 建基法第 86 条の 5 第 2 項の規

定による認定の取消し 

   ○   (5)  



２７ 

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(59) 建基法第 86 条の 6 第 2 項の規

定による建築物の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(60) 建築基準法施行令(昭和 25 年

政令第 338号。以下「建基令」という。)

第 115 条の 2 第 1 項第 4 号の規定に

よる建築物の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(61) 建基令第 131 条の 2 第 1 項の

規定による街区の指定 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(62) 建基令第 131 条の 2 第 2 項及

び第 3項の規定による建築物の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(63) 租特法第 28 条の 4 第 3 項第 6

号及び第 7 号ロ、第 31 条の 2 第 2 項

第 15 号ニ、第 62 条の 3 第 4 項第 15

号ニ、第 63 条第 3 項第 6 号及び第 7

号ロ並びに第 68条の 69第 3項第 6号

及び第 7 号ロの規定による優良住宅

の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(64) 狭あい道路拡幅整備要綱に基

づく協議等 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(65) 高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律(平成 18 年

法律第 91号)に基づく認定等 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(66) 高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律第 15 条第 1

項に規定する基準適合命令 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(67) 高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律第 21 条に規

定する改善の措置命令 

 ○     (6)  



２８ 

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(68) 千葉県福祉のまちづくり条例

(平成 8年千葉県条例第 1号。以下「県

福まち条例」という。)第 18条の規定

による届出の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(69) 県福まち条例第 19 条の規定に

よる指導及び助言 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(70) 県福まち条例第 20 条の規定に

よる届出の受理 
   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(71) 県福まち条例第 21 条の規定に

よる勧告 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(72) 県福まち条例第 22 条の規定に

よる公表 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(73) 県福まち条例第 23 条の規定に

よる報告の徴収又は指導及び助言 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(74) 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律(平成 20 年法律第 87 号)

第 6条第 1項の規定による認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(75) 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第 8 条第 2 項の規定によ

る変更の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(76) 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第 10条の規定による承認 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(77) 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第 13 条第 1 項及び第 2 項

の規定による改善命令 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
認定班 

(78) 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第 14 条第 1 項の規定によ

る計画認定の取消し 

   ○   (6)  



２９ 

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(79) 千葉市中高層建築物の建築に

係る紛争の予防と調整に関する条例

(平成 7 年千葉市条例第 53 号。以下

「中高層条例」という。)第 9 条第 1

項及び第 2 項に規定するあっせん開

始通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(80) 中高層条例第 10 条に規定する

あっせん打切通知 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(81) 中高層条例第 14 条第 2 項に規

定する調停受諾勧告 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(82) 中高層条例第 20 条に規定する

措置命令 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(83) 中高層条例第 21 条に規定する

公表 
○      (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(84) 千葉市中高層建築物の建築に

係る紛争の予防と調整に関する条例

施行規則(平成 7 年千葉市規則第 70

号。以下「中高層条例施行規則」とい

う。)第 12条第 1項に規定する受理通

知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(85) 中高層条例施行規則第 19 条第

1項に規定する調停開始通知 

 ○     (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(86) ワンルームマンション建築指

導要綱の規定に基づく指導 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(87) ワンルームマンション建築指

導要綱第 15 条第 1 項の規定に基づく

あっせん開始通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(88) ワンルームマンション建築指

導要綱第 16 条第 2 項の規定に基づく

あっせん打切通知 

   ○   (6)  



３０ 

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(89) 遺体保管所等の設置、管理及び

運営に関する指導要綱の規定に基づ

く指導 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(90) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律(平成 7年法律第 123号)第 7

条に基づく報告書の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(91) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 8 条第 1 項の規定による

命令(同法附則第 3 条第 3 項の規定に

よる準用を含む) 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(92) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 8 条第 2 項の規定による

公表(同法附則第 3 条第 3 項の規定に

よる準用を含む) 

○      (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(93) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第第 9 条の規定による公表

(同法附則第 3 条第 3 項の規定による

準用を含む) 

○      (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(94) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 12 条第 1 項及び第 2 項の

規定による指導、助言及び指示(同法

附則第 3 条第 3 項の規定による準用

を含む) 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(95) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 12 条第 3 項の規定による

公表(同法附則第 3 条第 3 項の規定に

よる準用を含む) 

○      (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(96) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 13 条第 1 項の規定による

報告、立ち入り及び検査(同法附則第

3条第 3項の規定による準用を含む) 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(97) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 15 条第 1 項及び第 2 項の

規定による指導、助言及び指示 

   ○   (6)  



３１ 

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(98) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 15 条第 3 項の規定による

公表 

○      (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(99) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 15 条第 4 項の規定による

報告、立ち入り及び検査 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(100) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 16 条第 2 項の規定による

指導及び助言 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(101) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 17 条第 3 項及び第 18 条

第 1項の規定による認定  

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(102) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 19条の規定による報告 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(103) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 20 条の規定による改善措

置命令 

 ○     (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(104) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 21 条の規定による認定の

取消し 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(105) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 22 条第 2 項の規定による

認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(106) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 23 条の規定による認定の

取消し 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(107) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 24 条第 1 項の規定による

報告、立ち入り及び検査 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(108) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 25 条第 2 項の規定による

認定 

   ○   (5)  



３２ 

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(109) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 27 条第 1 項及び第 2 項の

規定による指導、助言及び指示 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(110) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 27 条第 3 項の規定による

公表 

○      (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(111) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律第 27 条第 4 項の規定による

報告、立ち入り及び検査 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(112) 建築物の耐震改修の促進に関

する法律附則第 3 条に基づく報告書

の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(113) 耐震診断助成事業要綱に基づ

く耐震診断士の登録等 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 
調整班 

(114) マンションの建替え等の円滑

化に関する法律第 102 条第 2 項の規

定による認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築指

導課 

企画管

理班 

認定班 

(115) 建基法施行細則第 9 条第 1 項 

ただし書の規定による変更の承認 
   〇   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(1) 建基法第 6 条の規定に基づく建

築物の確認 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(2) 建基法第 6 条の 2 第 5 項の規定

による報告の受理(同条第 6 項の規定

による通知を含む) 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(3) 建基法第 7 条の規定に基づく建

築物に関する完了検査による検査済

証の交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(4) 建基法第 7 条の 2 第 3 項の規定

による通知及び同条第 6 項の規定に

よる報告の受理 

     ○ (7)  



３３ 

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(5) 建基法第 7 条の 3 の規定に基づ

く建築物の中間検査合格証の交付 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(6) 建基法第 7 条の 4 第 2 項の規定

による通知及び同条第 6 項の規定に

よる報告の受理 

     ○ (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(7) 建基法第 7 条の 6 第 1 項の規定

に基づく建築物の仮使用の認定 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(8) 建築基準法第 7 条の 6 第 3 項の

規定による報告の受理(同条第 4 項の

規定による通知を含む) 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(9) 建基法第 12 条の規定に基づく

建築主事への報告の受理 
   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(10) 建基法第 18 条の規定に基づく

計画通知に関する事務 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

建築相

談班 

(11) 建基法第 43 条の規定に基づく

認定 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

建築相

談班 

(12) 建基法第 43 条の規定に基づく

許可 
 ○     (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

建築相

談班 

(13) 建基法施行細則第 9 条第 1 項 

ただし書の規定による変更 
   〇   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(14) 建築基準法第 86 条の 8 の規定

による全体計画認定 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(15) 建築基準法第 87 条の 2 の規定

による全体計画認定 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(16) 建基法第 90 条の 3 の規定によ

る安全上の措置等に関する計画の届

出の受理 

   ○   (7)  
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建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(17) 建基法施行令第 137 条の 16 第

1項第 2号の規定による移転の認定 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 

(18) 建築基準法施行条例(昭和 36

年千葉県条例第 39 号。以下「県建基

法施行条例」という。)第 5 条ただし

書、第 7 条ただし書、第 8 条ただし

書、第 12 条ただし書、第 14 条第 3

項、第 22条の 3、第 23条第 3項、第

39条第 3項第 2号、第 40条第 1項第

2号、第 42条第 3項、第 44条第 3項

の規定による制限の適用除外の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

審査班 
(19) 県建基法施行条例第 51 条第 4

項の規定による制限の緩和の認定 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(20)  建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律(平成 27 年法律

第 53 号。以下「建築物省エネ法」と

いう。)第 8 条の規定による指導及び

助言 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(21) 建築物省エネ法第 12 条第 3 項

の規定による適合性判定通知書の交

付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(22) 建築物省エネ法第 12 条第 4 項

の規定による延長する旨の通知書の

交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(23) 建築物省エネ法第 12 条第 5 項

の規定による適合するかどうかを決

定することができない旨の通知書の

交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(24) 建築物省エネ法第 13 条第 4 項

の規定による適合性判定通知書の交

付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(25) 建築物省エネ法第 13 条第 5 項

の規定による延長する旨の通知書の

交付 

   ○   (5)  
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建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(26) 建築物省エネ法第 13 条第 6 項

の規定による適合するかどうかを決

定することができない旨の通知書の

交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(27) 建築物省エネ法第 14 条第 1 項

の規定による是正措置命令 
 ○     (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(28) 建築物省エネ法第 14 条第 2 項

の規定による是正措置要請 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(29) 建築物省エネ法第 16 条第 1 項

の規定による指示 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(30) 建築物省エネ法第 16 条第 2 項

の規定による命令 
 ○     (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(31) 建築物省エネ法第 17 条第 1 項

の規定による報告の受理又は立入検

査 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(32) 建築物省エネ法第 19 条第 1 項

の規定による建築物の新築及び増改

築に係る届出の受理 

     ○ (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(33) 建築物省エネ法第 19 条第 2 項

の規定による指示 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(34) 建築物省エネ法第 19 条第 3 項

の規定による命令 
 ○     (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(35) 建築物省エネ法第 20 条第 2 項

の規定による計画通知の受理 
     ○ (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(36) 建築物省エネ法第 20 条第 3 項

の規定による計画通知に関する協議 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(37) 建築物省エネ法第 21 条第 1 項

の規定による報告の受理又は立入検

査 

   ○   (5)  
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建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(38) 建築物省エネ法第 30 条第 1 項

の規定による建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(39) 建築物省エネ法第 30 条第 3 項

の規定による建築物エネルギー消費

性能向上計画の通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(40) 建築物省エネ法第 31 条第 1 項

の規定による建築物エネルギー消費

性能向上計画の変更の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(41) 建築物省エネ法第 32 条の規定

による建築物エネルギー消費性能向

上計画認定に係る新築等の状況に関

する報告の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(42) 建築物省エネ法第 33 条の規定

による改善措置命令 
 ○     (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(43) 建築物省エネ法第 34 条の規定

による建築物エネルギー消費性能向

上計画認定の取消し 

   ○   (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(44) 建築物省エネ法第 36 条第 2 項

の規定による基準に適合している旨

の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(45) 建築物省エネ法第 37 条の規定

による基準適合認定の取消し 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(46) 建築物省エネ法第 38 条第 1 項

の規定による報告の受理又は立入検

査 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(47) 建築物省エネ法附則第 3条第 2

項の規定による建築物の特定増改築

に係る届出の受理 

     ○ (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(48)  建築物省エネ法附則第 3 条第

3項の規定による指示 
   ○   (6)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(49) 建築物省エネ法附則第 3条第 4

項の規定による命令 
 ○     (6)  
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建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(50) 建築物省エネ法附則第 3条第 7

項の規定による計画通知の受理 
     ○ (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(51) 建築物省エネ法附則第 3条第 8

項の規定による協議 
   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(52) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 7

条第 2 項の規定による認定しない旨

の通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(53) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 8

条の規定による軽微な変更届の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(54) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 9

条第 2 項の規定による軽微変更該当

証明書の交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(55) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 17

条第 2 項の規定による省エネ基準に

適合しない旨の通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(56) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 22

条第 3 項の規定による認定建築主変

更届受理の通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(57) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 23

条第 2 項の規定による所有者変更届

出受理の通知 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(58) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 24

条の規定による取り下げ届の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(59) 千葉市建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定等実施要綱第 25

条の規定による取りやめ届の受理 

   ○   (7)  
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建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(60) 千葉市建築物エネルギー消費

性能適合性判定実施要綱第 5条第 2項

の規定による軽微変更該当証明書の

交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(61) 千葉市建築物エネルギー消費

性能適合性判定実施要綱第 5条第 3項

の規定による軽微な変更に該当しな

い旨の通知書の交付 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(62) 千葉市建築物エネルギー消費

性能適合性判定実施要綱第 6 条の規

定による取り下げ届の受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(63) 千葉市建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律に基づく

建築物に係る届出等に関する要綱第

5条の規定による通知 

     ○ (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(64) 千葉市建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律に基づく

建築物に係る届出等に関する要綱第

8条の規定による取りやめ届の受理 

     ○ (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(65) 千葉市建築物の環境配慮に関

する要綱第 6条各項、第 8条各項、第

9 条及び第 10 条の規定による届出の

受理 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(66) 千葉市建築物の環境配慮に関

する要綱第 13 条の規定による報告の

徴収等 

   ○   (7)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(67) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律(平成 24 年法律第 84 号)第 53

条第 1項の規定による認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(68) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律第 55 条第 2 項の規定による変

更の認定 

   ○   (5)  

建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(69) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律第 57 条第 1 項の規定による改

善命令 

 ○     (6)  
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建

築

部 

建築情

報相談

課 

構造設

備班 

(70) 都市の低炭素化の促進に関す

る法律第 58 条第 1 項の規定による計

画認定の取消し 

   ○   (6)  

公

園

緑

地

部 

緑政課 

緑と花

の推進

室 

(1) 都市緑地法の規定に基づく緑地

協定の認可 
 ○     (5)  

公

園

緑

地

部 

公園管

理課 
管理班 

(1) 都市公園法第 5 条第 2 項の規定

に基づく公園施設の自動販売機の設

置許可(交通政策課、都心整備課、公

園緑地事務所及び指定管理班が所管

するものを除く。) 

 

○ 

重要

なも

の 

 ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

公園管

理課 

指定管

理班 

(2) 都市公園法第 5 条第 2 項の規定

に基づく公園施設のうち、都市公園条

例第 7 条別表第 3 に掲げる有料公園

施設及び別表第 3 の 2 に掲げる市長

が指定する区域の設置許可及び管理

許可 

 

○ 

重要

なも

の 

 ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

公園管

理課 
施設班 

(3) 都計法第 39 条及び第 40 条第 2

項の規定に基づく開発行為等に伴う

公園、緑地等の帰属 

 ○     (7)  

公

園

緑

地

部 

公園管

理課 

緑地保

全班 

(4) 都市緑地法第 14 条の規定に基

づく行為許可申請等の受理 
 ○     (5)  

公

園

緑

地

部 

公園管

理課 

緑地保

全班 

(5) 首都圏近郊緑地保全法第 7 条の

規定に基づく行為届出の受理 
   ○   (7)  
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公

園

緑

地

部 

公園管

理課 

緑地保

全班 

(6) 保全条例第 8 条及び第 9 条の規

定に基づく保存樹木等の伐採等の届

出の受理及び変更措置 

   ○   (7)  

公

園

緑

地

部 

公園管

理課 

緑地保

全班 

(7) 保全条例第 12 条の規定に基づ

く保存樹木等の所有者に対する勧告 
   ○   (6)  

公

園

緑

地

部 

公園緑

地事務

所 

 

(1) 都市公園法第 5 条第 2 項の規定

に基づく公園施設の設置又は管理の

許可(交通政策課及び都心整備課が所

管するもの及び自動販売機の設置許

可を除く。) 

 

○ 

重要

なも

の 

 ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

公園緑

地事務

所 

 

(2) 都市公園法第 6 条第 1 項の規定

に基づく公園、緑地等の占用の許可

(交通政策課及び都心整備課が所管す

るものを除く。) 

   ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

公園緑

地事務

所 

 

(3) 都市公園法第 27 条の規定に基

づく公園、緑地等の占用者又は使用者

に対する監督処分(交通政策課及び都

心整備課が所管するものを除く。) 

   ○   (6)  

公

園

緑

地

部 

公園緑

地事務

所 

 

(4) 都市公園条例第 2 条第１項の規

定に基づく公園、緑地内の行為の許可

(交通政策課及び都心整備課が所管す

るものを除く。) 

   ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

公園緑

地事務

所 

 

(5) 都市公園条例第 10 条第１項の

規定に基づく有料公園施設の使用の

許可 

   ○   (5)  



４１ 

公

園

緑

地

部 

動物公

園 
 

(1) 都市公園法第 5 条第 2 項の規定

に基づく園内施設設置の許可及び管

理の許可 

 

○ 

重要

なも

の 

 ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

動物公

園 
 

(2) 都市公園法第 6 条第 1 項の規定

に基づく動物公園の占用の許可 
   ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

動物公

園 
 

(3) 都市公園条例第 2 条第 1 項の規

定に基づく公園、緑地内の行為許可 
   ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

動物公

園 
 

(4) 都市公園条例第 10 条第１項の

規定に基づく動物公園の使用許可 
   ○   (5)  

公

園

緑

地

部 

動物公

園 
 

(5) 都市公園条例第 24 条の規定に

基づく動物公園の使用者又は占用者

に対する監督処分 

   ○   (6)  

 

  



４２ 

別表２    

部 課・課内室 専決すべき事項 課内回議 備考 

 

都市政策課 

都市景観デザイン

室 

(1) 屋外広告物の規制に関すること。 
主査、都市景観デザイン室長の

順 
 

都

市

部 

交通政策課 
(1) 千葉中央港地区のまちづくりに関す

ること。 

主査、交通まちづくり担当課長

の順 
 

都

市

部 

交通政策課 
(2) 千葉みなと桟橋公園の管理に関する

こと。 

主査、交通まちづくり担当課長

の順 
 

都

市

部 

交通政策課 
(3) 旅客船ターミナル等複合施設の管理

に関すること。 

主査、交通まちづくり担当課長

の順 
 

都

市

部 

交通政策課 
(4) 港湾施設の整備及び管理に関するこ

と。 

主査、交通まちづくり担当課長

の順 
 

 


